

























































































































































































































































































































































































































































働げるか 定年まで 出向転籍1職　　種 をすすめ 独立転職ぎり①雇用② を前提④ その他 計 実数る　③
管　　理　　職 9．3i73．5 15．5 一 1，7 100．O605
専　　門　　職 7．4 79．7 9．6 1．3 2，O 100．O448
毘業監督職 5．3 85．ユ 7．2 1．1 1．3 ユ00．0 471
一般職（事　　務） 4018臥64．5 O．7 1．2 100．0603
一般職（技術・研究） 5，818τ84．2 1．1 1．1 100．O450
一般職（営　　業） 4．O 87．9 5．3 2．1　　0．73．31。．。 100．O568












　　　！働けるか定年まで 出向転籍独立転職 ！職　　種 ぎり①雇用②をすすめ を前提④ その他1計 実数る　③ 一
管　　理　　職 7．9 62．7 28．2 ’ 1．2 100．0606
専　　門　　職 9．2 67．O 20．8 1．1 1．9 100．O466
現業監督職 3．6 74．5 19．3 1．3 1．3「ユ00．0 472
一般職（事　　務） 2．6 82．0 12．6 1．8 1．O ■j100．O604一般職（技術・研究） 4．6 78．8 ユ3．5 2．2 O．9 ユ00．O 452
一般職（営　　業） 2．5 79．9 13．4 3．5 ㏄711帆O568
一般職（現　　業） 3．3 78．3 11．7 5．3 ・・lm・513
①定年がなく，働けるかぎりは働いてもらう
②　原貝呵として，定年まで雇用する
③　必ずしも定年まで雇用するということではなく、中高年齢著等について関連会杜，子会社たどに出向．転
籍をすすめる
④　若い5ちから従業員の独立や転職が多いことを前提に人事労務管理を行なう
出所　前記に同じ、105頁o
図表3　今後の労働力移動
（単位：劣）
性別・年齢・職種
男　子20～29歳
　　　　30～μ歳
　　　　45～54歳
　　　　55歳以上
女　子20～29歳
　　　　30～44歳
　　　　45～54歳
　　　　55歳以上
管　　理　　職
専　　門　　職
現業監督職
一般職（事　　務）
一般職（投術・研究）
一般職（営　　業）
一般職（現　　業）
自発的な転
職が増える
37，3
19．0
5．9
5，6
21．7
6．3
1．2
2．0
7，6
23．1
5．3
7，8
27，6
21，1
20．1
変わらない
57，5
67，0
68，1
70，0
65，5
73，3
75，3
77，9
75，8
67，7
81，7
82，1
67，1
72，4
71．3
定着性が増
す
5，2
14，0
26，0
24，4
12，8
20，4
23，5
20，1
16，6
9，2
13，0
10．1
5．3
6．5
8．6
計
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
100．0
ユ00．0
100．0
工0α0
100．0
100．O
実数
595
599
596
570
577
558
514
453
541
411
416
537
398
507
453
出所　同上193頁。
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図表4　転　　職　　志　　向
（単位：％）
　　　　　　　　積極的条件が将来的転職す　わか」職種・性別・年齢繍灘雛祭1ヤr不明計実数
　　　　　　　　　　①　　②い　③
　管理職1．9≡19．9
職蓑業宴督驚：1：：lll
　一般職（事務）≡　5，3　32．2
　一般職（技・研）　3，3　34．1種
　　一般職（営　業）　　4，7　36．工
　一般職（現業）　3，7　29．3
18．4
???
17，1
17，0
21，5
13．4
54．54，910．41ユ00．01739
1；＝1洲11：パ1：
33，4　11．6　　0．4　　ユ00．0　　1．293
33，7　11．7　　0．2　　100．0　　　523
29．9　　7．8　　0．0　　100．0　　　358
42，4　10．3　　0．9　　100．0　　　679
篤婁；ホ：，lll；1：1㍑llll：パ：ll
　　　　20歳未満　　2，9　37．1
年：1二：1簑r：ll：ll1
　　男。。一。。歳μ。。。．。
　　　　35～39歳　　1，7　27．6
　　　」40～44歳　　　1，3　20，9
　　　　45～49歳　　　2，5　18．9
齢i子1：1二：1簑：lll：ll
　　　l・・歳以上；・1l…
　20．O
???
　17，0
　17，1
　18 6
　15 1
．：ll1
　21．6
17，1　　22，9　　　　－　　　100，0　　　　　　35
：ll：1：1l。パ：：ll：：：
。。．。。。ひ。。。。。」。、。
43，1　　10，2　　　0．3　　　100．0　　　　　630
51．8　　　6．8　　　0．6　　　100．0　　　　469
57．8　　　4，9　　　0．8　　　100．0　　　　365
1；1；ll：llllllll：簑
48，7　　　　－　　　2．7　　　100．0　　　　　　37
合　計　・…、・…蛆・」臥川…α・1・1・・
①　積極的にいい仕事を探して転職したいと思う
②探Lてはい在いが，今より条件のいい仕事があれぱ転職したいと恩う
⑧今は，転職する気はないが，将来的には転職Lたいと思う
出所前記に同じ，172頁。
　雇用慣行に関する最近の調査を見ると，企業規模，業種を間わず基本的には
定年まで雇用しようとしてきたし，今後もそれを維持しようとしている。しか
し，それと並行して出向・転籍を実施する風潮も顕著になっており，その傾向
は犬企業ほど強い。また，図表1，2は職種別に終身雇用の現状と将来に関し
て，企業側の意向を集計したものである。ここで明らかたように，今後出向・
　1418
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転籍をすすめるとする割合が高くなっている。管理職，専門職のみならず，あ
らゆる職種が対象となっている点が注目される。もっとも，こうした施策は関
連企業との業務提携強化の側面もあり，広い意味での職場確保ではある。
　しかし，図表3，4から見てとれるように，企業側は基本的に長期的雇用を
意図しながらも，労働力移動が今後活発化するであろうと予測しており，労働
者側の転職志向もかなり明白になっている。この調査は時系列的資料を欠いて
いるため，こうLた意識調査結果が従来との変化であると断定はできないが，
少なくとも，企業への帰属意識が高いとされてきた日本の雇用慣行の通念に対
する疑問を呈することは可能であろう。
　そもそも，長期雇用が雇用関係両当事者に選好されるのは，雇用者側からす
れぱそれにより企業・組織への一体感が高まり，より効率的な貢献を引き出L
うるという期待があり，被雇用考から寺ると経済杜会生活の基礎が安定的に確
保されることに価値を見出す場合であろう。両考の行動はリスク態度によりか
なり異る様相を示す。
　ここで，意図はどうあれ結果とLて継続的雇用がなされる理由を探ってみる
と，労働経済学でいうところの「技能の特異性」（skil1speciicity）＝2］が関連
Lてこよう。これは，職種を問わず程度の差こそあれあらゆる業務に付随する
性格である。標準化された業務でさえOJT方式で技能修得がみられる程度が
高いほど，企業・組織独特のやり方があり，他の統合がなされるところではな
おさらそうであろう。企業独自の行動様式・知識・技能を身につけることで，
潜在的に所与の雇用関係からの離脱を望んでいても，現実にはそれが不可能な
場合が多いのではなかろうか。特に，労働市場が分断されているとされる目本
では従来その傾向が強かったと想像される。これは組織経済学では，分離不能
性（nonseparability）あるいはチーム性俺〕として雇用関係成立要因として上ら
れる側面である。
　これとは少し異り，誘因貢献関係を他者への依存に基づくパワー関係から眺
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1419
　316　　　　　　　　　　早稲田商学第327・328合併号
めることもできる。Thompsonは，技能修得の機会，可視性，アセスメント
のタイプの3次元から依存関係とバワーを把握している。｛4！可視性（visibi1ity）
とは，組織内の他のより優位な職位・地位を知覚しうる機会であり，アセスメ
ントのタイプとは業績の評価基準と考えてよかろう。技能修得の機会が多く，
可視性が高く，業績基準が効率性でたく有効性が考慮されるほど，組織内の影
響カ・パワーが増すと考えられる。目本企業の経営はアソグロサクソン流の発
想からするとすく・れてr相互依存的」であると見られ，アメリカ経営学ではそ
うした方向への転換の必要性が説かれている。崎jこれは多分に理念的局面で強
調されるが，実質的な依存関係・パワーの均衡の上に持続的雇用関係が形成さ
れる点も見逃すべきではない。また，継続的関係維持が両当事者に予測される
ことで，技能・知識・資質向上のための人材開発施策が効率的に機能してきた，
というよりむしろそうした期待があってはじめて人材への教育投資が実現する
こともあわせて留意すべきである。それがひいては組織・企業の「強み」につ
ながるのである。
　さて，現在産業構造転換に対応Lた事業再構築の過程で雇用間題の位置づげ
はというと，マクロ・レベルでの関心事は，労働力需給のミスマッチに伴う失
業の発生を如何に回避するかであり，労働市場での情報伝達機能強化や杜会的
な職業訓練・教育機会提供が焦眉の課題である。企業レベルでも，経済のサー
ビス化・清報化，急速な技術革新，各種の規制緩和による競争環境の変化，国
際化の進展など経営環境変化のなかで事業の強化，多角化を進めているわげだ
が，そのスピードが急遼であるため企業内で人材の育成を図る時間的余裕がな
く，また，従来とかなりかげ離れた事業分野へ進出する場合杜内にノウハウの
蓄積がないといった理由で，中途採用やスカウト人事を採用せざるをえないと
いった状況であろう。雇用問題に引き寄せていえぱ，現在そして将来必要と予
測される技能・知識傑有考が相対的に不足しており，技術革新により陳腐化L
つつある技能保持者の職場確保が間題になっているのである。｛6〕例えぱME化
　1420
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で生産現場では省力化が進んでいる一方で，プログラマーは今後かたり不足す
ると予測されている。mこうした企業内でのミスマヅチを埋めるための人材育
成が今後とも不可欠である。
　これらを経済の低成長基調のなかで推進してゆくには，人的資源の配分につ
いても効率性と有効性（e危eCtiVeneSS）のバラソスを配慮し改けれぱならない。
減量経営と並行して新規事業進出に必要な人材をいかにして確保するかが課題
であるといえる。
　雇用形態の多様化，人材の流動化とはこうLた企業側の事清と，それを敏感
に感知した就業老側の選択の多元化の相互作用の結果にほかならない。さらに
は，女性の労働市場への参加も少なからずイソパクトを与えているが，それは
ここでは労働老の価値観の多様化という次元に位置づけておくこととしよ㌔
いずれにせよ，これらの人事政策ば従来にたい複合的な雇用関係を創出してい
るのであるが，これらは雇用の契約的側面を露出しているといえる。そうした
事態の当否はおくとして，これが過度に強調されることは効率面でもマイナス
であろう。Puttemanは，W1ll1amsonらの取引コスト・アプトチの現実
的示唆は，個人主義のもたらす物心両面のコストの重圧を定式化し，協働の効
率性を明らかにした点にあるという。帽〕契約義務をいたずらに誇張することは，
無用な軋櫟を生じ特に日本ではそうした観念が従来薄かっただげに慎重を期す
べきであろう。そして，雇用とは経済杜会生活の基礎であることを想起すると
今後一層関係当事者の利害関係が尖鋭な形で現われる可能性もあり，企業とし
ては杜会戦略，正当化（legitimaCy）戦略胞］の一環に雇用間題を位置づげる必
要もあろう。
注（1）Gutchess，J．F、，E閉〃oツ刎刎去Sκ〃伽伽λo肋〃，Pergamon，1985一
　（2）　Doeringer，P．B．and］M．J．Piore，1〃〃伽1工励07〃〃加たα閉∂〃α閉力0〃〃
　　■4物”妙5必，M，E．Sharpe，1971，pp．13－8．
　（3）A1chian，A．A．and　H．Demsetz，Production，Information　Costs　and　Economic
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　Organization，λ伽ε伽α刎及o〃o〃c亙ω｛色ω，Vol．62No．5．1972，pp・777－9・と青
　木昌彦，現代の企業，岩波書店，昭和59年，45－53頁。
（4〕Thompson，07g舳｛醐肋㈱肋λc肋椛，PP．105－8．
（5）Wa1ton，R・E・and　P・R・Lawrence（ed．），肋伽〃肋∫o〃02肋刎g㈱召舳
　丁〃挽ゐ”〃6C乃α〃伽8ω，Harvard　Business　Schoo1Press，1985．
（6）　目本経済新聞，昭和62年6月10日。
（7）通商産業省産業政策局企業行動課編，生産栓向上技術の新事情，昭和60年，100－
　3頁。
（8）Puttem舶，L。，0n　Some　Recent　Explanations　of　Why　Capital　Hires　Labor，
　p．322，in　L．Putterman（ed．），丁加及o〃o〃c　Nα肋〃oグま乃2F〃刎，Cam－
　bridge　U，Press，1986一
（g）Ansoff，H．I。，SocietaI　Strategy　for　the　Business　Firm，in　R－Lamb（ed．），
　λ肋肋ω5伽S〃ακφo〃α舳g2〃2〃，Vo1．1，JAI　Press，1983，pp－3－29．
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